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1 .両案の特徴
次に， 1953年6月17日の「三社協定」で「只見11の電源開発計画は本流
沿いに樹立するJとされたことについて検討してみよう。このような方針
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が出されたということは，それまで本流沿い開発プランと本流沿いでない
開発プランの対立があったということである。実は，終戦2，3年後から，
“本流案"と呼ばれる本流沿い一貫開発プランと“分流案"(あるいは“流
域変更案")と呼ばれる，同河川最上流域部に建設予定の大規模貯水池か
ら新潟県側への分水による開発プランのどちらを採用すべきかをめぐっ
て，福島県と新潟県を先頭とする激しい対立が続いていたのであるlL
ではまず，両案の特徴，及びそれらが福島県と新潟県によって支持され
た根拠を明確にしてみよう。
“本流案"の大きな特徴は，只見川の上流から下流に向かつて階段状に
新設・既設発電所を速ならせ，合計200万KW(最大出力)近くもの大量の
電力を発生させようとするところにあった九そのメカニズムは次のよう
であった(図ー 1参照)。只見川の上流部4カ所及び伊南JIの上流部1カ
所に大規模ダム(図一 lの①②③④⑤)を建設し，合計約14億5300万トン
の貯水を行う 3Lこの豊富な貯水の下流部への放水によって，これら 5カ
所のダム付属発電所で合計90万5500KW(最大出力)の電力を発生させる。
さらに，これらの下流部において，渇水時においても安定的な電力供給を
行えるように考案された7カ所の調整池式発電所(図一 1の⑦③⑨⑫⑬⑮
⑮)を建設し，合計51万8600KW(最大出力)を発生させる。同様に，下
1 ) この開発方式をめぐる対立は，どちらの地域が，只見川上流域の貯水を多
く引き，白地域に有利な発電所建設とそれによる発電量の獲得を行えるかと
いう問題をめぐる対立であり，したがって広い意味ではやはり地域聞の電源
帰属問題であった。
2) この案が最初に登場したのは.1947年2月に日本発送電側によって作成さ
れた『只見川筋電力開発計画.B(前年8月に経済安定本部に設置された河川
総合開発調査会の委託を受けて行われた調査の報告書)においてであった。
その後何度か修正された。図ー 1のような案は.1951年頃のものである。尚，
上の報告書の概要については，さしあたり「河北新報J1947年6月20日の特
集記事を参照されたい。
3 ) これら五つのダムの貯水量は，田沢湖(3億300万トン)，十和田湖(9千936
万トン)，猪苗代湖 (3億9千350万トン)の三つを合計した貯水量の2倍近
くに及ぶ膨大なものであった。またこれらのダムは，電力事業以外にも利用
される多目的ダムであった。
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“本流案"における新設・既設発電所の分布図-1
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表-1 r只見特定地域総合開発計画書」における事業費の内訳
事業費(1951-56年)
実数(千円) 構成比(%)
①発電関係 45，375，000 75.9 
発電所関係 40，845，000 
送電線関係 4，530，000 
②交通整備 10，661， 019 17.9 
鉄道建設 5，182，200 
道路関係 3，475，000 
林道建設 493，699 
港湾拡充 1， 510，120 
③治山治水 2，234，299 3.7 
④農業開発 1， 527， 555 2.5 
ぷロ』 計 59，797，873 100.0 
資料:福島県編『福島県史第14巻近代資料4J (1969年
3月)， 451ページより作成。
流部の5カ所の既設発電所(図一 lの⑪⑭⑮⑫⑮)において，潟水時の電
力発生を可能とする増設(による出力増強)で，合計41万2100KW(最大
出力)を発生させる。これらに加えて，以上の発電所の余剰電力を利用す
るlカ所の揚水式発電所(図ー lの⑬)を建設することによって， 4万3600
KW(最大出力)を発生させる。
この案は，福島県の総合開発プランの中心に位置しており，やがて当県
の経済水準を飛躍的に向上させてし、く役割を担わされていた。当時同県が
作成した総合開発プランとしては「只見特定地域総合開発計画書J(1952 
年)があるが，これによれば，投下総事業費(期間1951-56年)の75%も
が“本流案"関連する事業にあてられることになっており(表一 1) 4)， 
岡県の期待の大きさがみてとれよう。そして，これらの事業によって得ら
れる大量の電力を，県内の電気化学工業を中心とする電気利用工業(図-
2参照)に優先的に向けることによって，工業生産力全体を飛履的に上昇
4) 福島県編『福島県史第14巻近代資料4J (1969年3月)， 451ベー ジ。
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させることに岡県の最大のねらいがあったのである。因みに，このようなね
らいは，1951年に「東北地方電力利用産業振興調査委員会」によって作成さ
れた『東北の電力と産業振興一一東北地方電力利用産業調査報告書』で打ち
出されたものと一致していた5)。また，このプランが総合開発プランである
ことから，これ以外の事業に対する期待も小さいものではなかった。例え
ば，電気化学工業の原料供給を担う地下資源開発事業では，電気化学工業の
成長と連動させることによって1951-56年の県内の鉱業生産量を実に64倍
にもしようとし，また，河川流域の農業開発事業では，同期間に，土地改良
1300町歩，濯慨排水1750町歩，開墾1550町歩を行うことによって，米を5万
3000石から 6万3000石へ，麦を4600石から8100石へ，繭を5万6000貫から10
万貫へ増産しょうとしていたのである(表一 2，表一 3参照)6)。
5 ) その内容については， Iで紹介したので参照されたL、。ただ，その文書で
はまだ，“本流案"と“分流案"のどちらに依拠してこのような戦略を展開
するかということについてはふれていなかった。福島県がこの文書発表の翌
年に作成したこのプランでは，“本流案"を採用すべきこと，そして「只見
川電源は，電源地帯において消化するのが最も妥当J(福島県編，前掲， 461 
ページ)とされ，この案の実施によってえられる大量の電力を，とくに県内
の電気利用工場に優先的に向けるべきだとL、う方針が打ち出されている。
6 ) 福島県編，前掲， 460-461ページ。ところで，このような福島県の総合的
6 
産業発展構想、は，すでに1948年3月時点でも立てられていた。日本発送電側
が1947年2月に発表した『只見川筋電源開発計画』を多分に意識したもので
あり，電力利用をベースにしたものであった。後の構想の「前史」として注
目されよう。その骨子を紹介しておきたい(松阪清作編著『電力県ふくしま
一一県民総参加の記録J(福島民友社， 1973年3月)， 30-34ペー ジ)。
① 硫安，石灰窒素，加里肥料などの肥料工業の大増産を図る。これは食糧
増産にもつながる。
② 苛性ソーダ，加里肥料，持油，冷凍缶詰等の海産物加工の育成を図る。
③ 石灰業の電化と機械化を促進し，生産性の向上を図る。これはあらゆる
工業の基礎エネルギーの確保につながる。
④ 奥会津地区(とくに只見川・伊南川流域)に賦存する金，銀，銅，鉛，
亜鉛，鉄，モリブデン，蛍石，石膏等の地下資源、の開発を図る。
⑤鉄道の電化を促進する。これが実現すれば，機関車用石灰を他の産業に
向けることが可能となる。鉄道電化の当面の重点的推進路線としては，起
伏が激しいため輸送能力が低い東北本線郡山一白石聞があげられる。
⑥ 電気炉精錬工業，カーパイト工業の育成を図る。
⑦製糸工業の電化，機械化を促進し，輸出工業として発展させる。これノ
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表-2 土地条件の整備並に耕地拡張計画
lix: 事 業 位総事梁量 1950年度 年次期l計画 56年に於ける実績 52 53 54 :J:J 56 事業盈
土地改良 1，576町 60 300 250 250 250 250 1，300町
漉滋俳水 5，130町 880 350 350 350 350 350 1，750田I
開 懇 3，527町 71 310 310 310 310 310 1.550町
干 拓 ー ー ー ー ー
計 10，233町 1.011 9ω 910 910 910 910 4，600町
資料:福島県編『福島県史第14巻近代資料4J (1969年3月)t 461 
ページ。
表-3 主要農産物増産計画
ぷ:1950年度 年次.BIJ純m産量 5ヶ年間 56年度に鈴ける実績 に於ける 生産目標52 53 54 55 56 刷産量
地威内 53.∞0石 1，000 2，000 2.000 2.0ω 3，000 10，000 63，000石
米 只見沿岸 -I 5.000 5，000 10，000 20.000 20.000 
計 53.000 1.000 2，000 7.000 7.0ω 13，000 30，000 83，000 
地域内 4，600 500 500 500 1，000 1.000 3，500 8，100 
変 只見沿路 -I 1，0∞ 3，000 3.000 3.000 10.000 10，000 
Z十 4，600 500 1.5∞ 3，500 4.000 4.000 13.500 18.100 
2反 畜 5，400頭 3叩 550 550 550 650 2.600 8，000.OJl 
幽 56.0叩貫 5.0ω 9.0∞ 9.000 9.000 12.000 44.000 100.000貫
資料:福島県編『福島県史第14巻近代資料4J (1969年3月)， 461 
ヘージ。
他方，“分流案"の最大の特徴は，只見川最上流部の奥只見地点(図-
3一①)と田子倉地点(図一 3一②)に大規模なダムを建設し，その貯水
の大半を，新潟県側に向けて(トンネルを掘って)送り込もうとするとこ
ろにあった。
新潟県としては，このようにして導入した大量の水を，とくに，信濃川
沿岸の耕地7万町歩の濯慨に利用して72万石もの食糧を増産すること(表
-4参照)，また県内5カ所の新設発電所に向け(図-3の③④⑤⑥⑦)， 
¥ は本県にある大桑園を有利に活用する方法でもある。
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図-3 "分流案"による新潟県側への分水計画
ーー・ーー ・ー 県境
' 開発明
~ヨ 貯水池
新潟県
福島県
(注)①②は貯水機能のみ。③~⑦は発電。
資料:福島県編『福島県史第14巻近代資料 4.J(1969年 3月)， 273ページより
作成。
表-4 信濃川流域食糧増産計画
喪 作
項目 面積(町) 表作増産量(石) 増産合計(石) 備 考
面積(町) 増産量(石)
水田 53.616 271. 780 35.071 335.955 608.735 開図を含む
畑 9.085 113.563 一 113.563 
合計 67.701 385.343 35.071 335.955 721. 298 
資料:福島県編『福島県史第14巻近代資料4J (1969年3月)， 290ペー ジ。
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独自の只見川本流沿い発電所建設計画と合わせて200万KW(最大出力)近
くの電力を発生させることを意図していたのである7L
きて，両案はし、ずれが採用された場合でも，他方が大きな修正を余儀無
くされる関係にあった。例えば，“分流案"が採用された場合には，奥只
見ダムと田子倉ダムの貯水が下流にはほとんど流されないことになるわけ
であるから，当然，“本流案"の上述のメカニズム(本流域沿いに放水さ
れる大量の水を，さまざまな工夫をこらした多くの発電所で効果的に活用
するメカニズム)が十分機能しなくなり， r本流筋における奥只見・前沢・
因子倉の三つの発電所の新設も不可能になるほか，滝地点以下の下流発電
所及び宮下・新郷・山郷・豊実・鹿瀬などの既設発電所は，余った水と支
流よりの水とを合わせて若干の発電をなし得るにすぎなくなるJ8)こと
を意味した。ということは，いうまでもなく，この電源開発事業を中心と
する総合開発事業，そしてそれらを起爆剤とする上述の如き福島県の経済
発展構想も画餅に帰すことを意味したのである。他方，“本流案"がその
まま採用されれば，逆に新潟県側の総合開発事業がほとんど実施困難とな
ることを意味したのである。
したがって，それらの案の採用をめぐる攻防は，両県の今後の経済の浮
沈をかけた，妥協の余地のない，蛾烈なものとならざるをえなかったので
7) この案が登場したのは1948年2月であった。初代民選知事となった岡田正
平の発案であったといわれている。『人間岡田正平J(新潟日報事業社， 1962 
年9月)によれば，岡田が， 1947年の春に県内視察を行っていたさい， r枝
折峠から眺めた奥只見にほれこみ『この水はこっち(新潟県)へ落ちるのが
当然であるう，ここに水を貯めて分水し受電したらおもしろいだろう』とい
う着想が浮んで，野坂土木部長に研究するように命じたのがキッカケであっ
たJ(10ページ)とされている。この案も登場以来何回も修正された。図-
3は1949年頃のものである。
8) 福島県編，前掲， 290ページ。尚，図ー 3では割愛したが，“分流案"では，
“本流案"で計画されていた伊南川上流部でのダム・発電所の建設，及び本
流沿いの 9カ所の発電所の建設も計画されていた。これらは，福島県側から
すれば， r伊南川にも発電所を建設することも計画にははいっているが，こ
れは動脈をとめておいて輸血してやるというジェスチャーに等しい偽満作」
(松阪清作編著，前掲， 48ページ)と受けとられていた。
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ある。
2. r三社協定」締結時までの対立の経緯
とはし、え，両県の対立は「電力再編成」が一段落する1951年2月頃まで
は，さほど激しくなかった。 1948年から開始された「電力再編成」をめぐ
る論議が，次第に地方の大規模電源を大都市部に向ける「潮流主義」を採
用する方向に傾斜し，そこから東北地方の大規模電源を関東に帰属させる
可能性を強めていたから，両県としては，ともかくも，東北地方の他県と
も協力してこのような動きを阻止する行動を最優先させざるをえなかった
のである9L
そのことは，次のような動きとなってあらわれていた。「電力再編成」
が大詰めを迎えていた1950年段階の動きである。同年2月4日・ 5日には
東山温泉において岡田新潟県知事と大竹福島県知事のトップ会談が行われ
たが，それでは，両案のいす.れを採用すべきかについては全くふれず， r只
見川電源地帯の確保を両県主導で進める」ことのみが合意された10)。また，
同年6月20日・ 21日には盛岡市において東北7県知事会が開催されたが，
そこでは「只見川開発計画は東北7県の産業振興の原動力であり，共通の
利益をもつものである」ということが確認され，今後も 7県協調体制を堅
持していくことが合意された1lL さらに， 1950年12月13日，福島県と新潟
県は，関東配電側が所有していた水利権を，いずれ東北地方を管轄するこ
とになるであろう電力会社に帰属させるべく，共同で建設省に菓請した。
9) f東北からはたまた会津と新潟県を切り離されてては東北地方は浮ぶ瀬が
なく関東地方の植民地化されるおそれが多分にある，……地元再建のために
残された唯一の原動力である電力をごそっと持ち去られては東北県民は何も
なくなってしまうJ(f河北新報J19~0年 7 月 10日)といった意識を共有して
いたわけである。未開発電源地帯である只見川上流域に関していえば，関東
に帰属する可能性はかなり高かった。本名地点から尾瀬原地点に至る13カ地
点の水利権を関東配電側が所有していたからである。
10) 訟阪清作編著，前掲， 43-44ページ。
11) 向上， 54ペー ジ。
10 -90 -
復興期における只見川電源帰属問題と東北開発(中)
このように， i電力再編成にあたって，東北の電力は東北へーーの合言葉
で，東北6県はガッチリ手を組み，新潟県もこれに同調，この点では“東
北7県"であったJ12)のである。
しかしながら，1950年12月14日に電力再編成令・公益事業令が公布され，
続いて未開発電源の帰属方針の決定や早期開発地点のリスト・アップ作業
が開始されると，つまり「電力再編成」が最終的段階に入ると，両県がこ
のような関係を維持することは困難となっていった。 1951年2月に公益事
業委員会によって，只見川上流域の主要電源開発地点を奥只見地点と因子
倉地点とする方針が発表されると 13)，両県は，それらの地点に建設される
ダムの貯水を福島県側に落すか(“本流案"を採用するか)，それとも新潟
県側に落すか(“分流案"採用するか)に主要な関心を移していき，やが
てそれを実現させるべく独自の運動を展開していったのである。例えば，
福島県においては，“本流案"実現に向けて， 1951年 3月15日に福島県町
村議長会臨時総会， 3月21日に只見川電源確保県民総決起大会， 8月1日
に只見川電源開発流域町村民大会などが相次いで開催された。また8月か
ら9月にかけては，福島県婦人団体連合会の呼び掛けで，本流案開発貫徹
全県署名運動が行われたが，その結果は「署名者数当初予想40万をはるか
に突破し51万7930人とし、う驚異的数字に上った。これは福島県内45万の全
戸が一戸あたり 1人以上の署名を行ったことを示しており，福島県民がい
かに本流案開発を熱望しているかがはっきりとうかがわれたJ14)のであ
るo
こうした中，それまでこの争いに深入りしなかった政府も15)，ついに何
12) 向上， 53ペー ジ。
13) この方針は， 1951年2月23日，公益事業委員会から，再編成計画指令案と
して発表された。しかしこの案においても，開発主体については「大資本
による大規模な開発が必要である。したがって，一会社のみにこの開発を独
占させるべきでなく……」として一定の方向を打ちだしていたものの，開発
方式を両案のいずれにするかについては明確にされていなかった。向上， 58 
へージ。
14) 向上， 86ペー ジ。
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等かの手を打たざるをえなかった。政府がとった行動は，公益事業委員会
を通じて，アメリカのOC1 (海外技術調査団)に「本流案と分流案の両
案に対して技術的に検討する審判役」を委嘱することであった16L この機
関による調査の結果を参考にして，両案の可否を判定しようとしたのであ
る。 oC 1 ~1 ， 1947年に日本の賠償能力を調査することを目的としてアメ
りカ政府のパックアップでつくられた機関であり，その調査力には定評が
あった17)。この機関による調査は， 1951年 9月初旬から開始されたが， r調
査重点は専ら地質と流量の2点に置かれ，特にダム地点の地質検査は随行
者が驚くほど詳細にわた」って行われ18)，翌52年 5月にその結果(報告書)
が発表された。結論的には「只見川一阿賀川の水は本流のみで使用すべき
である」とするして，全面的に“本流案"を支持していた。他方，“分流
案"を工事技術上，実施困難であるとしていた19L
15) 深入りしなかったというよりも深入りできなかったという方が正確かもし
れなし、。政府がL、ずれの案を採用するのかとL、う問題は， i昭和25年2月に聞
かれた国土総合開発審議会では，只見川開発の受け入れ態勢をめぐり，新福
両県聞で激論が関わされたJcr新潟県史J239ページ)とされているように，
すでに国土総合開発法制定時においても大きな問題となっていた。しかし，
政府としては， 1でみたように，国土総合開発政策推進の任にあたっていた
経済安定本部と建設省の思惑が激しく対立していたこともあって，簡単には
明確な姿勢を打ち出せなかった。このような政府の対応が，その後，両県の
それぞれの案に対する期待感を一層増幅させることになっていったことは否
定できなL、。尚.1951年12月の「特定地域J指定が行われてが，その一つに，
新潟県側と福島県側の双方地境を含む「只見地区」が選ばれた。この段階で
もまだ，両案のいずれを採用するかについての政府の姿勢は不明確だったの
である。
16) 松阪清作編著，前掲.92ペー ジ。
17) この機関には，アメリカ内でも著名な調査会社1社が組織されており，依
頼された調査の内容に応じて，その中から優秀なスタッフが選ばれた。本社
はニューヨークにあった。向上.92ベージ参照。
18) i河北新報J1952年9月26日。
19) このような結論になった理由として，次のようなものがあげられた(松阪
清作編著，前掲.116-117ペー ジ)。
12 
① 自然流域の水を利用して得られる電力と発電量は，提案された¥，、ずれの
流域変更案よりもキロワットおよびキロワット時当りの工事費が安い。
② 下流の発電所の前部を通ずる流量を調整するための季節的貯水池の使用
は，最善の流域変更案よりも運転上の見地から見て一層実際的であり，まノ
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これによって，両案に対する政府の基本姿勢が固まった。すなわち， r政
府部内では本流案と分流案は，技術的には本流案の優位性は否定できない
と判断し，新潟県のメンツをどうたてるかに絞られていたJ20)のである。
かくて，政府としては，新潟県に対して一定の譲歩をしつつ“本流案"を
推進するプランを作成する作業に取りかからねばならなかったo この作業
は， 52年に設立された，政府出資の企業である電源開発紛にまかされた。
かくて，電源開発鱒は，通産省，経済審議庁の協力も得て次のような案を
作成し， r三社協定J締結に先立つて行われた「三社会談Jにおいて，東
京電力側と東北電力側に提示したのである(このような経緯から，この案
は「電発案」と呼ばれていた)。
① 只見川に既設分を加え22の発電所，出力合計191万8千KWを建設
する。
② 只見川中・下流の既設および工事中の9発電所は十分な貯水施設を
有しないため上流開発により貯水する。
③ 因子倉および奥只見の2地点を着工する。これは貯水量約9億3千
¥ た融通性がある。流域変更案は困難な運転上の問題を包含している。すな
わち長さ41キロメートルのトンネル水路は実際上回つの発電所に対して連
絡している，一日当り負荷率または時間当り負荷率に対する調整容量さえ
も利用し得なL、。
③ 本流案は流域変更案よりも合理的な順序で開発できる。
④ 本流案の建設にたいして必要な基礎的，技術資料は実質的に完備してい
る。従ってはなはだしく好ましくない地質状態には出会わないものと予想
される。
⑤ 流域変更案は技術的資料が貧弱で，またそれらはある程度もっとも都合
のよい希望的状態に基礎をおいている。更に流域変更案で提案されている
付随的利益は健全な事実に基づいたものではない。
⑥既設および未設発電所の所有に関する公正な決定がより容易に遂行され
る。
⑦只見川有効送電範囲内の予想される負荷増加に対処するため只見ー阿賀
野川上流の未開発落差は，できるだけ早急に完全に開発すべきである。さ
らに同期間中，他の水力ならびに火力発電所も新設されねばならなL、。こ
れは，只見ー阿賀野川だけでは増加する負荷に対処することはできないか
らである。
20) 向上， 133ペー ジ。
??
?
? ?
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万円，発電力52万5千KWである。
④ 信濃川本流下流部の濯慨用水補給のために別途に黒又川に貯水池を
計画し貯水量約5千3百万トン，発電力約7万7千KWを建設する。
③ 因子倉貯水池からトンネルで、黒文川貯水池へ導水し信濃川地域の早
越に備える2lL
これらのうち，①②③は“本流案"に関するものであるが，新設・既設
の発電所数が22になっている以外には(伊南川流域に新たに三つの発電所
建設が盛り込まれた以外には)，大きな変更はなされていなかった。問題
は“分流案"に関する④と⑤にあった。従来の案と比較すると，次のよう
な大きな変更が加えられていたので‘ある。第1に，奥只見ダムから左梨川
への分水計画が消えていたことである。第2に，因子倉ダムから黒又川へ
の分水計画が，“本流案"に極力影響を及ばないようなかたちで採用され
ていたことである。それはどういうことかというと，因子倉ダムー黒又川
流域ダム聞にトンネルを水平に堀り， r皐越の時には因子倉から只見の水
を流すようにするが，もし新潟県で余るときには因子倉へ逆流させる
J 22)とされていたこと，換言すれば早越とし、う非常事態が生じなければ
因子倉ダムからの分水はしないとされていたことである。第3に，黒又川
流域に建設予定の「黒文JI第一，第二発電計画についても，因子倉から分
水しなくとも自己流量で事足りる計算になっているJ23)こと，つまり，
恒常的に一定の水量確保が必要とされる発電事業のためには，只見川の水
の使用は想定されていなかったことである。
このようなことから明らかなように，ここで登場した案は，“本流案"
にほとんど影響を及ぼすことのない“分流案"一一実際に分水を行うかど
うかもわからないもの一ーを盛り込んだものであり，その点で実質的な“本
21) r河北新報J1953年6月24日。
22) r河北新報J1953年6月26日。
23) 松阪清作編著，前掲， 136ページ。
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流案"であった。電源開発紛としては，新たに黒文川流域への二つのダム・
発電所建設計画を採用したことをもって.r今回の只見開発方式の決定で
は新潟県側が不利にみえるが，黒又川の開発計画が織込まれたことで新潟
県としては結局これまでの運動が成功したことになるJ24)として，新潟
県に妥協をせまったわけである。
これが.1953年6月17日の「三社協定」締結直後に発表された声明中の
「只見川の電源開発計画は本流沿いに樹立するJということばに含まれた
内容である。多少手の込んだ内容になっていたものの，やはりこの表現に
間違いはなかったのである。それ故，福島県は「全面的に賛成Jしたお弘
3.政治決着した両案(両県)の対立
一方，新潟県は，この案に反対し，ただちに，もし政府がこの案の採用
を最終決定した場合には，①東北電力側の管轄区から離脱する，②議長会
も東北7県プロックから脱退する，③自県出身の自由党全員が脱党する，
とし、う強硬姿勢を打ち出した。また. 7月6日の県議会においては，県独
自で開発事業を行う場合もあることを決めた26L新潟県の最大の不満は，
新潟県と福島県の県境に位置していることから当県にも水利利用許可権が
存在し，自県の要求を主張しうる最大の拠点となっていた奥只見地点から
の分水計画が放棄されていることにあった。
結局，政府も，このような新潟県の対応に，この案の採用をあきらめざ
るをえなかった。こうして「電発案は政府案ではないから，これが流産し
た以上は別に政府案を作るのが当然J27)ということになり，新たに「政
府案」が作成されることになった。 2番目の新潟県への妥協案である。そ
れは次のような内容のもので.r電発案」の発表から約1カ月の7月22日
に発表された。
24) 向上， 133ペー ジ。
25) 向上， 139ペー ジ。
26) 向上， 139ペー ジ。
27) 向上， 140ペー ジ。
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① 尾瀬原，奥只見，田子倉，内川の4地区に有効貯水量合計13億7千
万トンの大貯水池を作り，本流沿いに新設発電所1，既設発電所10カ
地点を増力して年間141万7千KWの増力を得る。
② 信濃川流域に対しては，奥只見貯水池から最大10トン，年間約7千
300万トン，平均2.5トンの水を，直径2.4メートル，長さ6.0KWの
トγネルで流し， 1万 1千KWの分水発電所を通じて黒又川に分水
し，黒又川より信濃川に至る聞に新設5，増設l発電所を作り合計12
万1千KWの増加発電を行う。
③河川の有効利用の見地から，豊水期は黒文川の余剰水量年間3千万
トンを奥只見貯水池に用水して，本流筋の各発電所の出力増加を図る。
④ 1953年度に着工または準備を行う工事は，奥只見のダム式発電所建
設(発電量22万5千KW)，因子倉のダム式発電所建設(同15万KW)，
黒又川流域の一連のダム式発電所建設(同6万1千500KW)とそのた
めの奥只見より黒文川への分水トンネル建設とする28L
この案は， r電発案」に三つの大きな変更を加えたものであった(図-
4参照)。第1に，奥只見ダムからの新潟県側への分水を，奥只見一黒又
川間で復活させたことである(従来，新潟県が主張してきた“分流案"で
は，奥只見ダムー左梨川間であった)。第2に，因子倉ダムー黒又川聞の
分水計画を削除したことである。第3に，黒又川流域の新設ダム・発電所
数を，ごつから四つに増加させたことである。この案でついに新潟県は妥
協した29L
しかしながら，上の第l点と第2点に関していえば，すなわち新潟県側
への新たな分流計画に関していえば，新潟県のこのような対応には極めて
不可解なものがあった。というのも，第1に，従来の案と比べて分水量が
極端に少なくなっていたからである。具体的にいえば，新潟県が当初主張
した“分流案"では，奥只見ダムの貯水量の約75%(年間)を新潟県側(左
28) 向上， 142ページ。
29) 向上， 141ページ。
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図-4 r政府案」による分水計画
新潟県
(注)黒又川流域の発電所名は次の通りである。
いずれもダム式である。
① 黒文川第一発電所
② 黒又川第二発電所
③ 黒文川第三発電所
④ 黒文川第四発電所
梨川)に流入させるものであったのに， i政府案Jではわずか5.6%(年間)
にすぎないものになっていたのである。つまり，分水することの意味はほ
とんどないといっても過言ではないものだったのである。第2に，従来の
案と較べて実現可能性が低かったからである。従来の案は，工事技術上の
問題点をたびたび指摘されるごとに十数回も修正され，それなりに実現可
能性が追及されたものであった。しかし今度の案は，わずか 1カ月で作
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成されたことがすべてを物語っているように，ますますペーパープラン的
色彩を濃厚にしたものであった。
では，それにもかかわらず，なぜ新潟県は妥協したのであるうか。その
理由は，一つには，上の第3の点に関する内容が岡県を十分満足させるも
のとなっていたからである。「電発案Jにおける黒文川流域への二つのダ
ム・発電所建設のみでも，同流域の発電事業が「分水しなくとも自己流量
で事足りる計算になっている」のに，これにさらに二つのダム・発電所の
建設が追加されたことで，当県が構想していた当該河川下流域に及ぶ総合
開発計画推進のメドがたったからである。もう一つには，曲がりなりにも
奥只見地点からの分水計画が採用されていたからである。これまでの経緯
(OC 1による調査結果-i電発案J- i政府案」と続いた経緯)からす
れば，当初構想した“分流案"がそのまま採用されることはありえないこ
とは新潟県にもほぼ予想されていたものと思われるが，そうではあっても，
6年にもわたって2億円以上の宣伝・運動費を注ぎ込み，幾多の激しい戦
いを展開してきたことに鑑みれば，とくにこの戦いの旗印となってきた奥
只見地点からの分水計画をそう簡単には放棄できないとし、う状況，いうな
れば引くに引けない状況に置かれていた。このような状況を察知し， i政
府案」はni"奥只見』とし、う字がつけば新潟県も最終的に諒承するのではな
いかという苦しい妥協案J30)を考え，有名無実化した奥只見地点からの
分水計画を盛り込んだのである。これで新潟県のメンツ，とりわけ“分流
案"推進の先頭にたってきた者たちのメンツがたち，この案への賛成とい
うことになったわけである。尚，この奥只見地点から黒又川への分水計画
は，その後，“分流案"を意欲的に推進してきた岡田新潟県知事の死亡と
ともに中止となった31L このことも，新潟県の「政府案Jへの賛成理由の
30) 向上.140ペー ジ。
31) 岡田正平氏が死亡した1959年以降，奥只見地点から黒文川への分水工事は
18 
全く行われることなく， 1961年1月に電源開発側と新潟県との聞でこの計画
廃止に関する覚え書きが作成され，正式廃止となった。その内容については，
新潟県編『新潟県史 資料編20 現代1 政治経済編J，173-174ページをノ
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一つが，メンツに関するものであったことを裏づけているように思われる。
ところで，それにしても，なぜ，政府は，新潟県に対してこのような大
幅な譲歩をせさ.るをえなかったのだろうか。黒又川流域に四つものダム・
発電所を建設するとし、う大判振舞いをせざるをえなかったのだろうか。そ
の理由は，やはり，大都市部工業のエネルギー源としての電力を確保すべ
く，上述のような争いの渦中においても，電源開発側によって，因子倉，
奥只見両発電所から関東への r27万ボルト送電線計画」が着々と準備され
ていた折，できるだけ早く田子倉，奥只見ダム・発電所の着工に踏み切り
たかったからにほかならない。その方向に大きく踏み出すためには，この
ような公共事業費支出の増大もやむをえなかったのである。また，政府と
しては，国土総合開発政策の推進に際して，たとえ経済安定本部と建設省
の妥協の産物であったにせよ，只見地区の「特定地域」の範囲を，福島県
と新潟県にまたがる地域とし，双方の県の，とくに新潟県の総合開発に寄
せる期待を一層大きくしてきたことに対する責任があったことも，このよ
うな対応をせざるをえなかた理由のーっと考えられる。
最後に， r政府案」に対する福島県の対応はどうであったか。福島県は，
その内容が“本流案"にほとんど影響を与えないものであったにもかかわ
らず， r奥只見地点の水は一滴もやれなし、」として反対した32)。ここにも
やはり激しい対立を展開してきた一方の側の，とりわけそのリーダ一層の
メンツに関わる問題があった。しかしながらt r政府案」への同意を求め
る行動には時の首相吉田茂自らが乗り出してきたことで，福島県のこうし
た姿勢も軟化しt 1953年7月30日，ついにこの案に賛成することになっ
た33L
¥、審照されたL、。
32) 松阪清作編著，前掲.145ベー ジ。
33) この案に賛成するにあたって，大竹福島県知事は. 7月29日において東京
において福島県議会を召集し，さらに30日には県内市町村の代表の上京を求
め，それらの会議で.r奥只見JIから黒又川へ分水する量は“小便水"すぎ
ない」として，つまりほんのわずかな水にすぎないとして同意を求めた。ノ
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このように，“本流案"と“分流案"の対立は，最後は文字通りの政治
決着となったのである。
さて，本章では，只見川の電源開発方式をめぐる対立の顛末を辿ってみ
たわけであるが，以上の経緯からわかるように，この対立が激化したのは，
福島県と新潟県が，当時政府が推進しようとしていた「特定地域」総合開
発事業，そしてその中心的事業であった大規模電源開発事業を，少しでも
自地域で有利に展開させようとしたからであった。ところで，この対立は，
どんなに激しいものであったにせよ，前章でみたような，関東対東北地方
の同河川流域の電源帰属や電力配分をめぐる対立一一電源開発推進による
メリットの多くが東北地方内部に留まるか，それとも関東に送られるかと
いう問題を含む対立ーーとは全く異質のものであった。東北地方全体の利
害からすれば，当然の如く，後者の対立こそ主要な対立であった。そこで，
次に再び，関東対東北地方の対立を中心にして，只見川の電源帰属をめぐ
る問題の検討を行うことにしよう。
v.電源帰属問題「決着」後の主要問題との帰結
既述したように (il)，1953年9月に，電源開発勝によって只見川上流
域に建設予定の大規模発電所と関東を結ぶ r27万ボルト送電線計画」が発
表された。このことは，その後の電力配分をはじめとする諸問題が，東
北地方に不利に展開するであろうことを予想させるものであった。すでに
この時点で，只見川流域電源に関する政府の基本方針が確定していたから
である。実際，その後の展開はまさしくその通りになる。以下，三つの問
題を取り上げ，その後の展開をみてみよう 34L
¥かくして，ついに全員がこの意見に同意した。「最後には全員が涙だった」。
向上， 145ペー ジ。
34) ここでこのような作業を行うのは，次章で取り上げる， 1950年代半ばから
の東北地方の振興運動との関連を問題にしたいからである。つまり，只見川ノ
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1 .電力配分問題
「三社協定J締結以降，東京電力側の東北電力側に対する攻勢は， 1953 
年10月，上回，本名両地点の水利権取消しの行政処分無効の提訴を取り下
げる見返りとして，完成間近の両地点発電所(年間発生電力は，上回が2
億83万KW，本名が 2億5140KW)の3分の 2の電力配分を東北電力側に
対して要求することからはじまった35)3%東京電力側は，裁判における
主張と同様，あくまで水利権を財産権にみたて，その代償をこのようなか
たちで求めようとしたのである。むろん， r東北電力としては電力を水利
権の代償として出すことは考えていなL、J37)という当初からの立場を堅
持した。だが，このような東北電力側の対応に，東京電力側は態度を硬化
させ， r三社協定Jによって只電源開発側に譲渡されることになっていた
只見川上流域の水利権を，簡単には譲渡しようとしない姿勢に転じた。そ
して新たな「電力配分の条件を付し，この条件が受け容れられなし、かぎり
放棄せずとの態度を固持J38)したのである。したがって，因子倉発電所
の早期着工を実現しようとすれば，東京電力側の要求をできるだけ満たす
かたちでの解決が図られなければならなかった。かくして1954年 1月，東
北電力側と東京電力側は，前者が後者に1954年度から 5年間にわたって，
毎年度 1億 1千万KWから 1億 6千KWの聞の電力を供給するという
¥流践の電源開発に関する諸問題が東北地方に不利なかたちで解決が図られる
一方で，東北地方の開発の重要性が指摘されたことの意味を明確にしたいか
らである。
35) 1952年の9月に東北電力側によって開始された上田発電所と本名発電所の
建設工事は，東京電力側との水利権裁判が続けられている最中ではあったも
のの順調に進行し，前者が1954年3月，後者が同年7月に終了する予定であ
った。
36) 具体的には次の三つの要求として出されたcr河北新報J1953年10月23日)。
①両発電所の発生電力(将来増設後の増加電力も含む)の3分の2を常時，
東京電力側に送電する。②この電力は需給計画に基づく融通電力とは別ワク
とする。③送電協定の期間は今後20カ年とする。
37) r河北新報J1953年10月23目。東北電力側は，金銭補償によって解決しょ
うとする当初からの姿勢を堅持した。
38) 松阪清作編著，前掲， 75ペー ジ。
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「第三融通契約」を結ぶことになった39L このことは，東京電力側にとっ
ては， 1952年に結んだ「第一融通契約」とあわせれば，上田，本名両発電
所の年開発生電力のほぼ3分の2にあたる，年間約4億KWもの電力を
東北電力側から調達することが可能となったことを意味した。しかも「因
子倉の発生電力配分問題は今回の契約とは全然別J40)であった。つまり，
東京電力側は，東北電力側の手で下流から順次建設されていた只見川流域
の発電所からの電力の相当分を確保したばかりでなく，今後電源開発紛が
建設する当該河川上流域の大規模発電所からの発生電力確保のメドがたつ
たのである。
このような電力配分条件を東北電力側が受け入れざるをえなかったの
は，何よりも電源開発側の姿勢が東京電力側寄りに傾斜していたからにほ
かならなL、。こうした動きを見据えた上で， i東電〔東京電力側……引用
者〕側も放棄後の補償問題は電源開発との間で行うこととし，とりあえず
水利権の放棄を決行するにいたったJ41)のである(上回，本名両地点に
対する水利権も自動的に放棄せざるをえなくなり，福島県に対する行政訴
訟を取り下げることになった)。電源開発勝と歩調を合せていれば，今後
の電力配分問題が決して自分に不利な展開にならないことを十分計算にい
れての東京電力側の行動であった。やや大胆にいえば，もはや東京電力側
は，東北電力側の立場や東北住民の対応をさほど問題にしていなかったと
いっても過言ではなし、。
そして，電源開発側と東京電力側による攻勢は，京浜工業地帯を中心と
する大都市部の電力需要の伸びが顕著になるにつれ，一層露骨になってい
った。 1956年3月には，電源開発側が，因子倉発電所の工期繰り上げ，及
39) r河北新報J1954年1月19日。この契約に基づく東北電力側の東京電力側
への5年間の年次別送電量は，具体的には， 1954年度1億1000万KW，55年
度1億3500万KW，56年度から58年度は毎年1億6000万KWあった。この間
に建設が完成するいくつかの発電所の発生電力をも計算にいれたものであっ
Tこ。
40) r河北新報J1954年1月19日。
41) 松阪清作編著，前掲， 76ペー ジ。
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びそれの出力増強計画が発表した。具体的には，開発電所の当初の完成予
定の1959年11月から同年7月への繰り上げ，同発電所の出力の23万5千
KWから36万KWへの変更プランである。 f27万ボルト送電線計画」と
照らしあわせれば，関東地区への早期・大量送電を意図したものであるこ
とは明らかであった42)。また，東京電力側は，田子倉発電所，奥只見発電
所の完成が近づくと，それらの発生電力の有利な配分を要求した。まず，
因子倉発電所のフル稼働が10カ月後に追った1959年8月43)，f東京電力は
現在の管内の電力需要が東北電力の 2倍であるという理由で，明年度
(1960年度……引用者〕からは発電量の 3分の 2を要求J44)した。一方，
「東北電力はすでに現在の長期需給計画に田子倉の発電量の半分を組み入
れており，全量受電は無理でも半分だけは受電しないとこんごの需給計画
を大きく変更しなければならなくなるJ45)とし、う立場にあったので，宮
城県・福島両県，及び自民党東北特別委員会の支援のもとに必死に抵抗し
た46)0 1961年6月には，因子倉発電所とならぶ大規模発電所である奥只見
発電所も完成した。只見川流域ではこれ以降，比較的小規模な発電所の建
設がし、くつか残されているだけであったから，只見川流域全体の電力配分
を最終的に決める時が近づいていた。
その決着のために， 1962年12月，電源開発悌，東京電力側，東北電力側
42) ここでも，東北地方は「只見電源の利用について東京だけにプラスになる
ように考えた電発の一手段J，r東京の電力需要だけを考えて発電所を操作さ
れたら，渇水期に価値のある只見電源の機能は全く破壊されるJcr河北新報」
1956年3月4日)として反発した。
43) 田子倉発電所は1959年6月から認可出力18万KWで一部発電を開始した。
この電力に関しては，東北電力側と東京電力紛が折半することで合意した。
認可出力38万KWので全面稼働は1960年5月からの予定であったが，それに
関する配分問題は未定であった。
44) r河北新報J1959年8月20日。
45) r河北新報J1959年8月20日。
46) r河北新報J1959年8月20目。同年8月19日，三浦宮城県知事と佐藤福島
県知事は通産省に対して「東北開発に電力が必要なので善処してほしL、」と
申し入れた。また，自民党東北開発特別委員会(1956年7月発足)は「東北
に不利益な電力配分に反対する」立場を表明した (r河北新報J向上)
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の三社で構成される「東地域電源調整会議」が発足した47Lその会議の結
論は「当分のあいだ，東京 3，東北 1の割り合いで配分するJ48)という
ものであった。
このように，東北電力側・東北地方に著しく不利な結末となったのである49)。
2.水没地域住民に対する補償問題
因子倉発電所が建設されれば水没することになる因子倉部落(図ー 5参
照)には，約50世帯(大半が農家)があり， 280人が住んでいた。ここに
は，約18町歩の回，約30町歩の畑とともに， 1270町歩を超す広大な山林(共
有林)があり，部落民の生活の大きな支えとなっていた。この山林は，古
くから定住した13戸の「旧戸」とそれから分家した十数戸の「中戸Jが共
有権を有していたものの，それ以外の「新戸」と呼ばれる住民(戦後に分
家した者や移住してきた者)にも開放されていた。部落の者であれば， rゼ
ンマイ，ワラビその他山菜や魚などは自由に取れたし，自家用薪炭も自由
に採取できたし，山桑養蚕もできたJ50)のである。このような生活上の
好条件が備わっていたこともあって生活水準は高く，一戸当りの所得が福
島県平均を上回り，また「回を持たぬ人も生活には余り困らなかった
J 51)ほどであった。当然、の如く，豊かな自然に恵まれたこの地域に対す
る住民の愛着はひときわ強かった。
このような地域的特徴を有する因子倉部落の水没補償問題は，発電所建
47) r河北新報J1962年12月7目。
48) r河北新報J1962年12月12日。
49) 因みに， 1957年1月には東北電力側によって「電力需給5カ年計画」が策
定されたが，そこでは因子倉，奥只見両発電所で発生した電力の半分の利用
が予定されていた。この半分という「東北電力の要求量は控え目」なもので
あったが (r河北新報J1957年1月3日)，結果的にはそれすら通らなかった
のである。
50) 松阪清作編著，前掲， 163ページ。山菜はかなり商品価値が大きく， rとく
にゼンマイ，ワラビは天然良質のものが豊富で東京，大阪方面に移出され利
益を挙げていたJ(向上，同ペー ジ)。
51) 福島新聞社『進歩と革命の伝統(戦後の部)J(1979年9月)， 193ペー ジ。
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図-5 因子倉部落の概要
ロ建物
資料:福島新聞社『進歩と草命の伝統一福島県地方において(戦後の部)J(1979年). 
198ベージより作成。
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設推進派と部落民との折合いが容易につかず，解決に至るまでかなりの時
間を要した52L さて，ここで目を向けてみたいのは，この問題解決にあた
っての因子倉部落民に対する①福島県，電源開発側田子倉発電所建設事務
所，東北電力側などの地元サイドと②電源開発側本社，通産省などの中央
サイドの対応・姿勢である。というのも前者と後者とでは，この問題の早
期解決(したがって因子倉発電所の早期着工)という点では同じ立場に立
ちつつも，住民への対応・姿勢に明らかに大きな違いがあったからである。
発電所建設推進派と因子倉部落民との交渉は1953年8月から始められ
た。 1月頃までの経緯は次のように報じられている， rさる 8月の政府決
定以来，只見川上流部の因子倉開発は電源開発会社が事業主，東北電力が
工事責任者となり地元側と水没補償をめぐって交渉を続けていたが，地元
側の強硬な態度に交渉は難航し，東北電力が当初意気込んでいた本年度中
仮締切はもちろん工事着手すらも不可能視されるにいたったJ53)と。極
めて難航していたのであるが，その主な原因はやはり， r因子倉と同じ先
例はなし、J54)とされたこの地域の補償問題に対して発電所建設推進派が
まだ十分な対応ができず，具体的な補償案を提示できないことにあっ
た55」翌1954年 1月にようやく，電源開発紛が一応の補償案を作成し部
落民に提示したものの悶，それには次のような大きな問題が含まれて
52) 発電所建設派は，この問題をすみやかに解決し「早ければ28年中，遅くと
も29年度(1954年度〕は着工J(訟阪清作編著，前掲.166ページ)したL、と
考えていた。しかし部落民の大半 (50戸中45戸)が他地域への移住に同意
するまでには1年もかかったことから， 1954年1月にやっと工事が開始され
た。部落民のすべてが立ち退きに同意したのは1956年2月であったから，こ
の問題が最終的に解決するまで，交渉が開始されてから約2年半もかかった。
53) i河北新報J1953年1月2日。
54) 松阪清作編著，前掲.166ペー ジ。
5) このことは，東北電力側が「田子倉発電の遅れているのは開発会社の責任
だ，渡すものを渡さないでどうして地元側と満足な交渉ができるかJ(i河北
新報J1953年1月2日)と，電源開発側の対応を批判していることでもわか
る。
56) この補償案は，只見川下流のダム建設時に東北電力仰が行った補償や佐久
間ダム(天竜川)において電源開発側が行った補償などを参考にして作成ノ
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いた。第1に，水田，畑，山林などの所有者のみを補償の対象にしていた
ことである。つまり，これらの資産を所有しない者の生活補償問題が著し
く軽視されていたのである。第2に，山林については，水没する面積(1270
町歩の半分程度)だけを補償の対象にしていたことである。山林所有者と
しては，水没しない山林を所有していたところで移住後の生活にはほとん
ど役立たなくなることから，この際，山林全体を買い上げてほしいという
要求をもっていたのである。したがって，田子倉部落民が簡単に受け入れ
るような性質のものではなかった。
電源開発側と因子倉部落民との交渉が暗礁に乗り上け.たかたちとなって
いた状況下.1954年3月には，福島県が事態打開のために乗りだし，独自
に補償案を作成した。後に「大竹調停案Jと呼ばれたものである。この案
の主な特徴は次のようであった57L①1270町歩の山林をすべて補償対象と
する(し、うまでもなく水没しない面積も含まれていた)。②主な資産につ
いては，水田 1反当り35万円，畑同28万円，山林同1万5千円，蚕桑地同12
万5千円，採草地同2万7千円，住宅建物坪最高3万5千円，宅地坪7万
5千円とする(因みに，これらの資産の評価は，それまでの最高額といわ
れていた佐久間ダム建設に伴う天竜川沿い住民への補償額〔水田だけを例
にとればl反当り22万円〕を大きく上回るものであった)。③山菜などの
天恵物に対しては. 1戸当たり最低60万円の補償を行う。④墓地，生活道
路なども補償対象とする。⑤慰謝料1戸平均70万円とする。⑥仮住居費 1
戸当たり22万5千円，生業変更費1戸当たり24万円とする。⑦以上を合計
した補償金額は9億1614万9千円とする。補償の範囲・金額とも当時とし
ては破格といえるものであり，部落民の生活再建に関して十分な配慮がな
されたものであった。 4月13日，大竹福島県知事は，この補償案をもって，
因子倉部落民との交渉に臨んだ。因子倉部落民はそれまでの頑なな態度を
¥、されたものであった。松阪清作編著，前掲.169ページ参照。，
57) この補償案の特徴については，松阪清作編著，前掲， 169ペー ジと171ベー
ジ，及び「河北新報J1954年4月14日の記事を参考にしてまとめた。
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柔らげ， 50戸中32戸が賛成した。電源開発側田子倉発電所建設所も同意し
た。かくて4月14日，福島県知事の立合いの下に，電源開発側建設所長と
因子倉部落30戸との聞に「大竹調停案」に合意する調印が行われた。因み
に，この調印を行った電源開発側因子倉発電所建設事務所の所長と所長代
理にはし、ずれも東北電力側の重役が委嘱されていたから，東北電力側もこ
の案に賛成したのと同じことであった。地元サイドの足並みが揃ったわけ
である。
ところが，このような動きに，中央諸官庁は一斉に猛反発した。補償額
が高すぎるというのが最大の理由であった。かくて中央諸官庁の巻き返し
が開始された。電源開発脚本社は，上の調印は因子倉建設事務所長が現地
の「所長として了承したもので開発総裁が了承したものではなし、J58)と
し、う総裁談話を発表し，つまり上の調印には本社は全く無関知との立場を
とり，新たに「田子倉補償推進本部」を設置することを明らかにした。本
社のイユシアティプで補償問題を解決しようとしたのである。通産省は，
算定方法を次のようにすることによって補償総額を「大竹調停案」の約半
額の 4億9千万円に減額すべきであるとした。①山林は水没する約600町
歩だけを買い上げるべきである(このようにすれば2億数千万円減額でき
る)。②部落の中の県道までを買い上げの対象としているのはおかしい。
③仮住居費 1戸当り22万5千円，生業変更費同24万円などは2重補償的性
格を含んでおり認められなし、。④慰謝料の 1戸当たり70万円は，生活維持
ができない場合にかぎりその半額程度を支払うべきである59)。このように，
ここにし、たって，補償問題解決にあたっての中央諸官庁と地元サイド(福
島県・東北電力側・電源開発側田子倉建設所)の立場・姿勢の相違が極め
て明確になったのである。むろん，このような中央諸官庁の姿勢に地元サ
イドは懸命に抵抗した。福島県は「部落民は高い所得と私有財産を奪われ，
天恵の地を去って新生の土地と生業を見っけなければならない。
58) 松阪清作編著，前掲， 172ペー ジ。
59) 向上，前掲， 171ページ参照。
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この物心両面の打撃を考えるならば， 9億1614万9千円の補償は妥当なも
のである。中央官庁は実態をみて判断すべきだJ60)と反論した。また，
電源開発側建設事務所長も「総額が高すぎるということはそれだけ因子倉
に補償対象となる財産があるということで，実体がそうなのだからやむを
えないJ61)と上の調印の正統性を再三強調した。しかし如何せん，最
終決定権限は中央にあったから，このような地元サイドの努力も奏功せ
ず62)，やがて中央主導で補償問題の解決が図られることになっていったの
である。
6月からは，電源開発脚本社の重役をリーダーとする「田子倉補償推進
本部」の独自の調査が開始されたo そして，それから半年かけて補償案が
作成され， 1月下旬に部落民に提示された。このときの交渉は大きなトラ
プルもなく妥結した。すでにこの間「因子倉補償推進本部」の部落民に対
する説得工作がかなり進められていたからである。この補償案を受諾する
戸数も45戸まで増えていた。交渉妥結時の様子を「河北新報J(1954年1
月29日)の記事でみると， r因子倉ダムの補償問題を協議する大竹福島県
知事と因子倉部落賛成派45戸および電源開発会社の三社会議は28日午後三
時から福島県東山温泉向館旅館で行われ，同深夜更まで協議，さらに29日
午前1時10分から再開協議の結果補償額は残地(水没以外の山林)を除い
て6億3千万円に妥結Jとなっている。補償内容の詳細については一切公
表されなかったが，補償対象の中に水没以外の山林が含まれず，またそれ
以外の補償項目も厳しくチェックされ，補償総額が「大竹調停案」を大幅
に下回る 6億3千万円まで減額されたことから，この補償案の内容・性格
が容易にみてとれた。要するに，田子倉部落の一種独特の地域性を念頭に
60) 向上， 172ペー ジ。
61) r河北新報J1954年4月17日。
62) 1954年4月29日に，東京において，大竹福島県知事と高崎電源開発側総裁の
会談が行われたが，ここで「因子倉補償推進本部」の設置と本部長の本社理
事就任が本決まりとなった。今後の補償問題の解決が中央主導でなされるこ
とが確認されたわけである。
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おきつつ，部落民の「物心両面での打撃Jに十分に配慮して作成したはず
の地元サイドの補償案は，ついに大幅な変更・後退を余儀無くされたので
あった63L
ここにも，東北地方の意向を軽視する中央の姿勢をみることができるの
である。
3.下流増益還元問題
下流増益還元問題とは，同一河川の上流と下流でダム建設事業者が異な
る場合に生じるもので，上流にダム式発電所が新設された場合，それによ
る水の調整機能によって下流の既設発電所の出力が増加することになるか
ら(つまり渇水に左右されることなく出力を確保することが可能となるか
ら)，下流発電所の事業者は，その増力分の対価を上流のダム建設事業者
に還元すべきであるとする問題である。只見川の場合，電源開発側によっ
て因子倉，奥只見の大規模発電所が建設されれば，下流における東北電力
側の既設9発電所の出力が増加することになるから，当然この問題が存在
した。公表されなかったものの， 1953年6月の「三社協定」にも，この問
題が含まれていた“L
この問題は， 1956年2月上旬，電力行政の担当省庁である通産省が，間
もなく開会する第26国会に電源開発法の改正法案を提出しようとする動き
の中で表面化した。改正法案の主なねらいは，間報第6条に新たに第2項
63) 以上の経緯に言及しているものに，日本経済調査会『日本経済四季報』第
8集 (70ー72ベージ.1955年2月).及び森滝健一郎著『現代日本の水資源問
題J(107-108ページ，汐文社.1982年12月)がある。
64) r東京電力30年史』によれば，東京電力側が，只見川上流の大規模発電所
からの「発生電力の配分や卸料金に，下流増利益を応分に配慮するように主
張J(324ページ)した結果.r三社協定」に盛り込まれた。東京電力側とし
ては，この還元額分だけ，自社への卸売料金が安くなり，したがって電力を
需要者に安く供給できるとL、う計算があったものと思われる。しかしこのこ
とは公表されなかった。この段階では，地域聞の紛争が非常に激しかったの
で，それをあまり刺激することは回避したL、という思いでは，三社とも共通
であった。
30 -110-
復興期における只見川電源帰属問題と東北開発(中)
「開発に伴う利益の調整」を設け， r上流にダムを設けられた場合，利益
を受ける下流の電気事業者はその限度内で上流発電所の電気事業者の経費
を負担するものとする。この負担額は当時者が協議して決定し，協議が整
わないときは通産大臣がこれを裁定する」とし、う文章を入れることであっ
た日弘その「ねらいは電源開発会社のコスト高を軽減するのと全国の電気
料金を均一にすることにあるJ66)とされていた。
この法案は全国一律に適用されることになっていたが，実際には，同一
河川で発電所事業者が異なり，下流に多くの発電所が存在する河川は只見
川流域以外にはみあたらず，したがって「この改正法の網にかかるのは，
いまのところ全国では只見川流域しかなし、J67)のであった。明らかに，
東北電力紛がターゲットにされていたのであり，東北電力側の負担で電源
開発紛の開発資金を捻出し，関東地区の電気料金の低減を図ろうとするも
のであった。わかりやすくいうと次のようである。「東北電力は因子倉ダ
ムの完成により下流増に2億キロワット時の電力を仮に取得し得るとす
る。東北電力の山元原価を3円とすると，これは年間6億円の巨額になり，
将来料金値上げの形をとるかもしれない。……ところがこの下流増益金を
電発にとり上げられれば，電発が東京方面へ供給する電力料金は山元原価
4円(仮定)から 2円80銭と約半額に切り下げられるのである。得をする
のは東京の需要家のみであるJ68)0 
上述のように，この下流増益還元問題は「三社協定」にも含まれていた。
したがって，水面下では三社による協議が継続的に行われていたのである。
しかし，東北地方に不利になる問題に東北電力側が応じるはずがなく，し
たがって電源開発勝と東京電力側しては，何らかの新たな打開策をとる必
要に迫られていたのである。このことは， r河北新報J1956年2月21日の
次の記事からも窺える。「当局がし、わゆるこの下流増の利益還元を企てた
65) r河北新報J1956年2月12日。
66) r河北新報J1956年2月10目。
67) r河北新報J1956年2月21日。
68) r河北新報J1956年3月1目。
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のは昨夏，電発側からの強力な推進もあったらしい。このいきさつについ
ては，電発側は『東北電力とははじめ静かに話合いで進みたかったが，白
州同会長が昨年小坂電発総裁に“だせない"とはっきりことわったことか
ら，立法措置を政府に頼まざるを得なかった』といっている」。改正法案
の中の「協議が整わないときは通産大臣がこれを裁定するJという一文は
こうした経緯から盛り込まれたものであった。要するに，法的強制力によ
って，東北電力側の抵抗を抑え込もうとしたのである。
このような意図が含まれている改正法案に，東北電力側や東北住民が猛
反発したことはし、うまでもなし、。折しも，この法案提出の動きがあったと
きは，政府の提唱によって東北開発推進の運動が高揚している真っ最中で
あった69L したがって，政府自らの方針にも逆行するようなこのような動
きに対して，次のような痛烈な批判 (f河北新報J1956年3月1日・ 2日
の社説)が登場した。
「今年こそ東北振興推進の絶好の機会とされ，政府・与党のみならず，
野党である社会党も『東北総合開発特別委員会』を設置している。鳩山
首相は昨年の国会施政方針演説の中で特に『東北振興』を力説し，政府
は経済企画庁をして『東北開発調査費.s 1千万円を支出せしめ，すでに
中間報告が発表されている。しかるにその同じ経済企画庁から将来の東
北振興を圧殺するような『下流増返還』を目的とする法律改正を今国会
に提出しようというのは，し、かなるわけであるか。現代の政治行政ほど
奇々怪々たるものはないにしても，これほどの矛盾があろうか。政府お
69) この時の東北開発推進運動の盛り上がりは， 1955年1月に，就任草々の鳩
32 
山首相が，第21国会における施政方針演説の中で「政府は北海道及び東北地
方の占める地位の重要性に着目いたしこれが開発については特段の力をい
たす所存であります」と発言したことに端を発した。そして， 1956年度の政
府予算に東北開発調査費として 1千万円が計上された。こうした政府の姿勢
に呼応し，中央(とくに国会)でも，東北地方でもにわかに運動が活発化し
た。例えば， 1956年1月には，合同したばかりの自民党が「東北開発特別委
員会」を設置し，また同年2月には，左右統ーしたばかりの社会党も，自民
党と同名の「東北開発特別委員会」を設置したほどであった。
-112-
復興期における只見川電源帰属問題と東北開発(中)
よび自民党はこの矛盾をし、かに説明しようというのか。Jrこれほど不合
理な立法措置はない。一言にしていえば，因子倉，奥只見の電源開発に
よって新しく生じた利益も，東北の産業に与えては一切ならぬ，すべて
召し上げてしまえというのである。こんな横車を押す暴圧処置にたいし
て，ひとり東北産業人でなくともその不合理に憤慨しないではおられま
い。Jr最も憤慨に堪えないことは，この改悪案が国会を通過すれば，東
北の電力料金が引上げられ，東北の産業発展を阻止するだけでなく，東
北の犠牲において東京方面に安く電力が供給される点である。この下流
増の利益を電発に召し上げられる結果は，それだけ安く東京方面へ電力
が供給される。電発が自己の犠牲において東京方面へ安く供給するのは
お勝手だが，一日千秋の思いで東北産業人が待望していた回子倉，奥只
見の開発によって生じた思恵を，他地方の産業にのみ与えるというのは，
余りといえば横暴の極である。しかもこれを立法化して強制するとは実
に悪逆無道というほかはなく，東北振興の声はどこへ行ってしまったの
か。Jr東北開発の意義は東北の工業化に重点があり，殊に電力を唯一の
原料とする化学工業の振興にある。それには電力が豊富で低廉であるこ
とを絶対条件とする。東北電力は現在全国で一番安く大口特別料金を定
め，北陸電力とともに割当制を廃止している。しかし東北産業の現状は，
それでもこの電力料金を払うだけの経済力に乏しいのが残念ながら実情
である。従って将来もできるだけ電力料金を引下げて工場の稼働率を平
均化し，かつ増大せしめなくてはならぬので，このさい，東北産業を圧
殺するが如き悪法は，東北産業人が断固として阻止すべきである。JiO) 
長い引用となったが，ここには当時の東北住民の憤りがどれほどのもの
であったかが端的に語られているように思われる。かくて「東北電力，東北
電気需要連，東北6県商工会議所連合会を先頭にして法案反対の積極的運
70) ここでは経済企画庁が名指しで批判されているが，それは，この法案の内
容が通産省によって作成されたものの，国会への法案提出は経済企画庁によ
ってなされようとしていたからである。
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動を行い，東北出身の全国会議員，東北知事もそれぞれ反対の決議したJ71)
ように，この法案の国会提出に反対する運動が急速な広がりをみせたので、
ある。
その結果，通産大臣の裁定を法制化する部分だけは法案の国会提出前に
カットされた。とはし、え，政府の東北地方に対する譲歩もここまでであっ
た。「電源開発が進み，電力が豊富になるほど電力コストは高騰するとい
う根本矛盾J72)を解決すること，そして大都市部の工業の成長のあい路
となっている高い電気料金を引き下げることが，政府にとっていわば至上
課題であったから，多少の修正を余儀なくされたとはし、ぇ，下流増益還元
を盛り込んだこの法案が撤回されることはなかった。結局，この法案は
1956年3月に国会に上程され. 6月に衆院本会議で可決された。
東北地方に対する政府の基本姿勢が如何なるものであったかが象徴的に
示された事件の一つであった73)，74L
71) r河北新報J1954年2月29日。
72) r河北新報J1955年5月12目。
73) 尚，この法案に対しては，当初は「電発のほか東京電力も法案改正に賛成
しているJ(r河北新報J1956年2月10日)と伝えられた。しかし，この法案
は，さしあたりは東北電力側に適用されるとしても，全国を対象としたもの
であり(やがては東北電力側以外にもこの法案が適用される)，そのためこ
れに強く反対する電力会社が多かった。結局，東京電力側も，他の8電力会
社と歩調を合せて，法案反対の立場にたたざるをえなくなったのである。
74) 只見川流域における下流増益還元問題の詳細な検討については，土本善平
「只見)11-'電源開発と下流増益返還問題J(fジュりスト』第23号， 1981年，
106-111ページ)を参照されたL、。
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